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■ シンポジウム開催報告 ■ 
「習近平政権の政策と課題」 
 
日 時：2013 年２月６日（水）14：00～16：40 
場 所：JST 東京本部別館 １F ホール 
 

独立行政法人科学技術振興機構(JST)中国総合研究センター 
は 2 月 6 日、「習近平政権の政策と課題」をテーマにシンポジ 
ウムを開催した。今回のシンポジウムは、3 月に開かれる中国 
全人代で習近平政権が正式に発足することを受け、中国政治の 
動向や新しい政権の政策課題、それに対日政策などについて、 
4 人の研究者にご講演をいただくと同時に、パネルディスカッ 
ションを行った。 
日中関係は昨年来の尖閣諸島の領有権問題がくすぶり、中国海軍によるレーダー照射問題が発生するなど依然不

透明である。一方、日本では安倍政権が本格稼働し、日中関係を打開するための動きも見え始めた。 
昨年 11 月 29 日に行った緊急シンポジウム「新体制下の日中関係」では領有権問題による日中の経済関係につ

いて集中的に議論が行われたが、今回のシンポジウムは中国の国内政治や外交にも焦点を当てた。なお参加者はお

よそ 300 人だった。 
 
 
プログラム 
（１）講 演 

 柯 隆（富士通総研経済研究所主席研究員）    ／ テーマ：「政権交代を控える中国経済の行方」 
 川島 真（東京大学大学院総合文化研究科准教授） ／ テーマ：「中国政治の動向と外交政策」 
 津上 俊哉（津上工作室代表取締役）       ／ テーマ：「中国経済の動向と日中ビジネス」 
 劉 傑（早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授）／ テーマ：「習近平時代と日中関係」 

（２）パネルディスカッション 
 パネリスト ：上記ご講演者 
 モデレーター：角南 篤（中国総合研究センター副センター長） 
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１．講演概要 

講演ではまず、柯隆富士通総研経済研究所主席研究員

が、今後の中国経済について報告した。柯隆主席研究員

は、昨年の世界銀行の報告書などをもとに、中国経済は

あと 3から 5年は、成長を続けていくと見通しを述べた。 

 また習近平政権が直面する課題については、所得格差

の解消が最大の課題であると指摘、中国政府がはじめて

公表した過去 10 年間のジニ係数は、社会安定のための

警戒水域を越えていると述べた。また胡錦濤国家主席が

提唱した「和諧社会」が実現されていないと指摘した。 

 さらに腐敗について、胡錦濤政権の半ばからひどくな

ってきており、撲滅するには国民によるモニタリングを

受け入れるしかないと提言した。 

 最後に日本企業が中国のみならず世界でビジネスす

るときは、総合的なブランド力の強化が必要だと強調し

た。 

 一方、川島真東京大学大学院総合文化研究科准教授は

中国の歴史問題に触れ、近代中国はこの 100年、「主権」

にこだわりを持ってきたと指摘した。 

また「国際的地位」を上げるという外交目標を達成す

るために、被害を受けたからやり返すという強硬論と、

それでは尊敬されないという議論が混交していると述

べた。 

さらに共産党の課題として、豊かさを維持できるかど

うかが重要であると指摘した。 

一方、アジア全体の高齢化について、中国沿岸部では

出生率が 1の前半に入りつつあり、台湾は 1を割り、韓

国も 1前後で東アジアが高齢化していることから、30-40

年後に東北アジアは完全な高齢化社会になると指摘し

た。 

最後に外交について、日本は韓国、台湾、フィリピン

などと連携しながら国際社会に発信自らの立場を発信

する必要があると述べた。 

 津上俊哉津上工作室代表取締役は中国のマクロ経済

について概観し、リーマンショックを回避するための 4

兆元の経済対策が、足かせになるとの悲観的な見方を述

べた。 

人口問題を考慮に入れると、2020年以降、中国は成長

が極めて厳しい状況にあると述べた。 

また「中国の GDPがアメリカを抜く日は永遠に来ない」

という挑戦的な予言をした上で、尖閣諸島問題を含め、

「日本もむやみに中国を恐れるな」と締めくくった。 

 最後に壇上に立った劉傑早稲田大学大学院アジア太

平洋研究科教授は、習近平時代を考えるキーワードとし

て、「中華民族の偉大な復興」、それに「中国夢」、つま

りチャイナドリームを上げた。 

 劉教授は中国のメディアの問題を取り上げ、「政治改

革への期待はメディアを中心に高まってきている」と述

べた。 

 また中国社会について、左派と右派に分裂しており、

国民同士の分裂状態が表面化している指摘した。 

 一方日中関係については、「反日」や「嫌中」など、

悪循環が繰り返されており、これを断ち切ることがポイ

ントであると指摘した。 

 このあとのパネルディスカッションでは、角南篤中国

総合研究センター副センター長がモデレーターをつと

めた。 

会場からは米中関係や江沢民元国家主席の「愛国教育」

などについて、質問が出された。 

劉教授は「左派」と「右派」で、対米認識に差がある

と指摘した上で、「中国の政治改革の変化で米中関係も

変わるだろう」と述べた。また川島准教授は「アメリカ

の主軸は北東アジアではなく、東南アジア」との見方を

示した。 

一方、柯隆主席研究員は「愛国教育」について、「中

国の歴史の教科書は頭に入らない。今の若者は受験戦争

のために歴史を学ぶが、家に帰るとドラえもんだ」と、

愛国教育の過度の影響を否定した。 

最後に中国経済に悲観的な見解を述べた津上代表は、

「成長率が下がっても中国が崩壊するわけではない」と

断った上で、「成長率が問題なのではなく、政府がどち

らを向くかが大切である」と述べるとともに、「日本も

中国も領土領海争いをしている余裕も時間もないはず

だ」と締めくくった。 

 

２．講演録および講演資料 

（進行：JST倉澤） 

これより「習近平政権の政策と課題」というテーマでシ

ンポジウムを開催する。CRC では昨年イイノホールで

12/29 に尖閣問題、経済問題に焦点を絞ったシンポジウ

ムを開いた。本日のテーマは「習近平政権の政策と課題」

と幅は広げ、経済だけでなく対日関係を含めてご講演い

ただき議論を進めていきたい。 

 

① 「政権交替を控える中国経済の行方」 

柯 隆（富士通総研経済研究所主席研究員） 

 

去年のシンポに続き、このような盛大なシンポに招い

ていただき光栄である。本日は 20 分時間を頂戴してい

るが中国人は時間厳守しないので宜しく（会場笑）。 

今日は現在および今後の中国経済がどうなるか報告
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したい。去年、中国の国務院発展研究センターと世界銀

行が 2030 年の中国について共同レポートを発表した。

彼らの中国経済の味方、取り分け推計データにはある台

湾の教授が関わるため、少しバイアスがかかり中国に甘

い結果となりがちではあるが、労働力の伸び率に注目し

てほしい。人口統計はあらゆる経済統計の中で改ざんし

にくいものだが、中国は 2016-2020の間に労働人口の伸

び率がマイナスに転向していくと出ており、この推計が

正しければ後 3年から 5年は成長を続けていけると読み

取れる。が、足元の中国経済をみると中国経済が減速し

ているとマスコミでも報じられている。昨年の中国の

GDP 伸び率は 7.6％で政府目標である 75％をわずか上回

っただけ。去年の第 3 四半期は 7.4％と一番ボトムだっ

たが第 4四半期に入り少し戻り、トレンド的には少し回

復したとみえる。最近の株高はアベノミクスの影響もあ

るがもう一つは中国関連の株があがっていることもあ

る。第 4四半期の中国経済のわずかの回復と今後の期待

がかかり、今年の中国経済は去年より少し明るくなるだ

ろうと。今のところ今年の成長率は 8.5％で、以前の

9.2％には及ばないが去年よりいくらかよくなるとみて

いいだろう。なぜ中国経済が二桁成長から 7.6％に落ち

込んだか。中国政府の公式見解では債務危機と金融危機

のせいとされる。しかし 2012 年にはかなり大きな貿易

黒字を実現しており、去年は 2311 億ドル。公式見解が

間違いといえるのではないか。従い、中国経済がスロー

ダウンしている一番の原因は内需、国内の経済政策の失

敗に負うところが大きいのではないか。具体的には個人

消費が伸び悩んでいることと住宅バブルに過剰に反応

したことで、いきすぎた金融引締めにより去年以来景気

が減速したとみえる。 

あと 1ヶ月で習近平政権が正式に発足するが、彼らが

直面する大きな課題として、いかに所得格差を少なくし

ていくかというのが一つ。グラフは中国政府が初めて正

式に発表した過去 10 年間のジニ係数である。中国国内

で国家統計局以外の研究チームの推計によると、中国の

ジニ係数は 0.6 くらいあるだろうという数字もあるが、

国家統計局の統計は 0.47 あるため、社会混乱の警戒水

域を遥かに越えている。ここから何を読み取れるかとい

うと胡錦濤国家主席が提唱した和解社会―調和の取れ

た社会が実現されていない、つまり公約が守れていない

ということ。今の中国社会は５つの同心円からなってい

る。一番コアの部分が中国共産党の高級幹部と親族で特

権階級。次に国有企業の経営者と親族。さらに 3番目に

民営企業の経営者と幹部達。この合計が全体の３％程度

であり、客観性に多少の問題はあるものの、３％の人が

7割の富を支配しているといえる。問題は人口の 40％を

占める 4 番目の都市部の住民と一番外側の 55％の農村

部の住民たち。この社会構造が昔の封建社会と殆ど変わ

らない。下から上へ富を巻き上げるスピードが非常に速

いのに対し、上から下へ富を再配分するスピードが遅い

く、どんどん上の方へ富が集約されていく。これが限度

を超えると外側の農民たちが立ちあがり自分が社会構

造の中心へ行くため特権階級を倒すということになる。

70年前の毛沢東がまさしくそうだった。この循環がある

とまた革命が起きる。これは避けなければいけないとい

うところで新政権がどんな国家像や哲学をもってやっ

ていくかが問われる。昔 Wall Street Journalに載っ

た 3 コマの漫画がある。今の中国社会がどんな社会か。

私は 1988 年に日本に留学したが、それ以前の中国社会

は一番右側の絵で示されている。楽ではあるがサステナ

ブルではなくやる気が出てこない社会、つまり社会主義

の時代。一番理想的な社会システムは中央の絵で日本も

これを目指しているだろう。今の日本はこれを目指しな

がらも所々穴が開いている状態。今の中国社会は 98 年

に改革したが下の網がまだできていないという状態。 

次に新政権がこれから取り組むべきことは腐敗の撲

滅である。腐敗がどれくらいか計量的にとらえることは

難しく完全集計はない。検察日報では大きな腐敗事件が

あった際に報道するが毎年どれくらいの件数が出るか

をトレンドで見た場合、過去 10 数年、胡錦濤国家主席

の真ん中くらいから段々酷くなっている。例えば山東省

の副知事が 146人の愛人を囲んだ話など。このようなこ

とをどう撲滅するかが問われている。秘密警察は作れな

い。政治改革を行い、国民のモニタリングを受入れるし

かないのではないか。 

次に経営で中国の産業構造やイノベーション。中国は

どう技術力を強化していくかを考えると４つのステッ

プを踏んでいる。第一段階の後半として昔からあるのが

合法、非合法も含めた技術のコピー。第 2段階に入ると

ある程度技術力つくためメイドインチャイナの時代。今

は第 1と第 2段階の間だが、将来中国でクリエイトする

という中国発の時代がいつになるか。しかしその前の大

きなハードルに知的財産権の侵害がある。これをクリア

しなければ第 3段階のクリエイトは産まれない。さらに

イノベーションに成功し、将来第 4段階にいくと中国発

のブランドが生まれる。日本は現在第 3段階の最中だが

ブランディングに十分成功しているとはいえない。グロ

ーバル企業のブランドバリューのトップ 50 データをみ

てほしい。2011 年のデータだが日本企業は TOYOTAしか

入っておらず、その前にサムスンがある。日本企業はこ

れからどうブランド力を高めていくか。これは中国でビ

ジネスをやる上でも大きな課題になるだろう。さらに日

本企業の中国ビジネスの展開について、多くの日本企業

にとってここで中国を離れる選択肢は無いと考えてい

る。他の国へビジネスの幅を広げることはあっても、マ

ーケットは中国にありアセンブリも中国で行うわけで、

マーケットの距離や産業クラスターの形成からみても

中国は重要なマーケットである。ただしジェトロの集計

をみると、中国に進出している日本企業で黒字化してい

るのは 6割程度で 3割は赤字である。また在中国の日系

企業が抱えるトラブルについては、知的財産権、司法、

人件費の上昇、労務・税務の問題など色々ある。これら
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一つずつチャイナリスクを管理しながらどう対処して

いくかが課題。参考までに在中国の台湾企業のトラブル

例をグラフに示した。 

日本企業が中国のみならず世界で長い間ビジネスを

するときに価格競争力の強化、つまりコストカットとい

う軸の一本で経営してきたわけだが、このままではグロ

ーバルビジネスの展開は難しくなるだろう。今後は最適

な価格を形成し、サービスとクオリティをどう強化して

いくか、総合的に日本企業のブランド力を強化していく

ことが必要だと思う。 

 

② 「中国政治の動向と外交政策」 

川島 真（東京大学大学院総合文化研究科准教授） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今日は政治と外交ということでテーマをいただいた

が、私は元々歴史の出身のため、長期的な話から入りた

い。習近平体制が2013年秋から始まるが、100年前の辛

亥革命から中華民国が出来、さらにその100年前1810年

代となると清朝が段々傾き始めるという時期であった。

18世紀乾隆帝の時代、中国の人口は４億人に増え、同世

紀後半には中国のGDPが世界のGDPの約3割以上を占める

というイギリスの学者もいるほどです。最近は中国の要

人もこのことに言及しており、中国は18世紀頃の中国に

戻り、世界のスーパーパワーになるのだという話もあり

ます。ところが19世紀の中頃から中国の人口上昇は抑え

られてくる。その後「被害を受ける時代」が長く続くの

です。そしてこの2,30年、回復を始めている、というの

が中国の長期的な歴史の物語かもしれない。その中で近

代中国は、とりわけこの被害者と自ら見なしている100

年間、主権というものにこだわりを持ってきた。自分の

国土、境界をいかにして守っていくか。中国という概念

自体も極めて新しく、今現在のように「中国」という言

葉を使い始めたのは100年前後前のことである。それ以

前中国というのは国名としては必ずしも通用していな

かった。つまり中国という国家を想定して、その主権や

独立というものを強く意識した国家、その「中国」のた

めの外交を展開するというスタイルはここ100年ちょっ

とで育まれた。また、国際的な地位をなるべくあげてい

くということも彼らの長らくの外交目標であった。国家

形象という言葉がある。これは、国家のブランドという

ことで、これが課題となってきている。これまでの被害

者であり侵略されたという国家のイメージから、経済面

では世界で第2位になり押しも押されぬ大国になった中

国の、国際社会で尊敬されるような新しい中国の国家イ

メージへと転換するのことがうまくできていないのが

現状である。被害を受けたからやり返す、受けた被害を

取り戻すという強硬論に対し、それでは尊敬されない、

もっと穏やかにいくべきだという議論が今の中国では

混交している。政治経済面でも難題を抱えている。歴史

的に見ても、国民党政権が最終的に支持を失っていった

原因としては、農村の問題や自由や民主ということもあ

るが、やはり経済政策の失敗が大きい。物価の混乱が

1940年代に顕著になり、国民からの信頼を失ってしまっ

た。共産党も同様の課題を負っており、これほど経済面

で厳しい局面にある中、豊かさを保障できるのかという

ことがある。  

国家と社会、これも大きな問題である。清王朝は４億

人の人口に対し３万程度の官僚で治めるという極めて

効率のよい国家だった。中央の科挙で受かった官僚は基

本的に漢民族の省のあるエリアに赴任するが、その末端

は県庁までにしかいかない。そこから下はローカルの空

間が広がり、ローカルのリーダーと中央の役人が話し合

って決める空間がある。科挙官僚には、絶対に自分の故

郷に赴任しないというルールがあり、現地社会のことを

官僚は分からないため必ず現地の人を介した。現地にも

科挙受験者がいたが、科挙の受験者はだいたい北京官話

という、現在の中国語の基礎となっている言語を学習し

ていた。これが科挙官僚とローカルな実力者との共通語

となったのである。その北京官話が「国語」になるのは

1900年代のことである。話を戻すが、中華民国になると

中央政府は県の内側に入っていくようになり、中華人民

共和国では村の中にまで入るようになった。この100年

で中央権力は中国社会の末端まで入り込んだ、つまり共

産党は末端まで入り込んだわけです。ところが、この

2,30年、その統治には厳しさが出てきている。先程ジニ

係数の話があったが、中国社会の格差は拡大し、たとえ

ば農民工という農村部から都市に流れてくる出稼ぎ労

働者の問題、また農村の福祉というものを共産党が担え

るかという問題が起きてきている。13億人の内、何億人

を今現在の政府が統治しきれているか。昨年秋、北京郊

外の農民工の住んでいるエリアに行き、そこのNGOがや

っている学校をみてきた。800人程度の子供が学んでい

るが、当然彼らは政府や党のガバナンスの外にある、規

格外の学校に通う子供達である。こういう空間をどうし

ていくのかが大きな問題だ。  

またどうにもならない人口の話もある。急速な高齢化

問題。これは経済面からいえば労働人口の低下でなり、

他方で社会保障制度をどう作り高齢化社会にどう対応

するかという問題である。一人っ子政策で一人の子供に

二人の親。結婚すると４人。大変な問題になりつつある。

日本の出生率が議論になっているが、中国の沿岸部では
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１．前半台に入りつつあるという指摘もある。台湾は１

を割り、韓国も1.0前後。東アジア中が高齢化している。

今から3,40年後、東北アジアは完全なる高齢化社会にな

る。アジア州全体において、極東アジアは老人の国々に

なってしまう。中国も含めて日本も共通の問題である。

今申し上げた３つの大きな問題、つまり国家としてのあ

り方の問題、経済あるいは社会の問題は、歴史的にみて

も難題にさしかかっているのである。  

新政権は今まで以上に集団指導体制になるだろうと

指摘されている。新政権の課題には大きな問題がある。

先程、胡錦濤政権の公約がかなえられなかったという話

があったが、これこそある一つの核心と思われる。江沢

民政権は発展を極めて重視し、様々な社会における問題

はとりあえず横に置き経済に力を注いた。だからこそ、

江沢民政権の後半には様々な問題が起きた。胡錦濤政権

はこうした問題に対応しようと、科学的発展観、要する

にバランスを取って環境問題や社会問題に留意しなが

ら発展していこうというスローガンを掲げた。だが、江

沢民政権時の経済発展のための施策の効果が出てしま

い、ギアがトップに入ったまま走り抜けてしまい、これ

を止められなかった。その結果、胡錦濤が想像するより

急速に経済発展は進み、そこにおける問題も抑えられな

い程拡大した。格差の問題、環境問題もそうである。科

学的発展観と自分でいいながら、そのバランス問題で胡

錦濤も温家宝も苦しみぬくということになった。この諸

問題がそのまま習近平に受け継がれる。これは発展を重

視する鄧小平路線だけではやっていけないということ

の表れでもある。改革開放の際の発展重視、その段階に

おける鄧小平の理念だけではもう無理で、新しい発想、

バランスある発展というものを考えなければならない。

しかし、それに気づいていた胡錦濤政権は失敗した。そ

うした点で、胡政権と違う方法、違う知恵が求められて

いるのが習新政権なのである。  

２つ目の問題は国家におけるガバナンスの問題をど

うするか。共産党の党国体制、党と国家がセットになっ

ている体制を維持できるかという問題に直面している。

習近平がおそらく最も注意を払うことは、共産党政権が

中国を統治し続けることができるのかという問題であ

る。共産党政権が中国を統治し続ける為に何をすればよ

いか、これが大きな課題になるだろう、それほど危機感

があるのである。これは腐敗の問題だけでない。社会主

義国家の中でも中国の政治透明度は低く、そういう焦り

もあるようだ。中国の中では民主化がどう起きていくの

か。共産党が支持されるための手続きとして党内民主化

をどう広げていくか。またあるいは社会の信託を得るた

めに選挙を必要とする時がくるかもしれない。そして、

選挙で勝ち始めると民衆の手続きを必要としていく。共

産党政権がソフトランディングしていくにはそうした

こともあるかもしれない。台湾の国民党の例がある。地

方レベル選挙で勝ったため、これは良いと拡大していっ

た結果、総統選挙で負けてしまったのである。  

3番目は様々な統治の弛緩。統治が緩み格差が進む時

にナショナリズムを使いやすい。イギリスにおいてもサ

ッチャーが格差を広げる政策をした際にはフォークラ

ンド紛争で国民をまとめた。日本でも、小泉政権の時も

そうであった。  

4番目として中国の外交は大きく舵をきりつつある。

元々発展重視という裏には、「だからこそ外交面では協

調路線でやる」という裏返しの関係があった。周辺の

国々と摩擦があると経済に影響が出る。まずは経済問題

を重視し、主権や安全の問題は抑え気味にいこうという

のが鄧小平以来の外交政策の基本だった。発展重視の時

は外交的に協調外交が取られがちだったが、発展が先に

進み過ぎてもう十分だ、むしろ主権や安全保障が重要だ

となると外交の方針は変わる。中国は、2006-2008年で

外交方針を転換したのではないかと考えられる。経済を

重視した安定、協調的な外交だけでなく、時には強硬に

出る、時には主権や安全を重視するという方針転換であ

る。結果的に言えば、主権や安全を重視するために経済

を犠牲にすることもあるという方向へ転換したのでは

ないかという指摘がされている。目下、中国では被害者

として失ったものを取り戻そうとする動きがある。だが、

失ったものとは何かということの定義は難しい。この

100～150年で一体何をどれほど失い、どこまで何を取り

戻せばゼロになり満足するのかというポイントがよく

分からないのである。また軍事力も大きな問題で、中国

から見ると日米安保や台湾など、状況的に包囲されてい

るという印象を持ってしまう。周辺国が軍備を強化して

いるとの認識の下、通常兵器でも、ステルスでも何でも

作ってしまうという傾向がある。今は経済に合わせて軍

事費を合わせているため、毎年防衛費をあげ軍事費にコ

ストをかけ続けけている。このままだと財政負担が増加

し、国家を圧迫する。軍部は必ず危機を煽って予算を取

るもので、それをどうしていくかが問題になると思われ

る。  

国際秩序との関係はどうなるだろう。まず東アジア周辺

においては失ったものを取り戻す、または手を広げてく

るということが十分にあると思う。ただ国際社会を広く

取った場合はなかなか難しい。ワシントンや NY、ロン

ドンでの英語で行われる議論の中で、中国は今ある秩序

のチャレンジャーか貢献者かという議論が出てくるが

問題設定そのものが間違っていると思う。中国にとって

問題なのは国益に叶うか否かであり、秩序そのものをど

うするかではない。欧米とは協力できれば協力するし出

来なければ出来ない。だが、東アジアの周りにおいては

主権や安全が出やすい。よって中国の対外姿勢の波を受

けやすい周辺国にとっての中国はワシントンやロンド

ンでの見方と異なるのである。ここが東アジアという地

域における中国の有り様、そのことを欧米にも発信しな

いと、日本の立場は欧米から理解を得られないのではな

いか。宣伝も向こうの方がうまい。中国からの脅威を受

けている、しかし経済的には中国に依存している、領土
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問題がある、中国との関係が政治問題になりやすい、国

内における対中感情はどうも悪化している、などの条件

は韓国、台湾、フィリピンなどと同じ現象である。そう

した同じような状況に置かれた国々うまく横に連絡し

ながら国際社会に情報発信し、かつ中国と対話するとい

う枠組みをどう作るかというのが我々にも求められて

いる。 

 

③ 「中国の経済動向と日中ビジネス」 

津上 俊哉（津上工作室代表取締役） 

 

 経済についてだが、私は中国経済について少々悲観的

な見方をしているため、今日の話は少しバイアスがかか

っているかもしれない。中国経済というと悪くても 7、

よければ 10 くらいの成長をするという思お込みが定着

してきているが、このベースラインを少し下げる必要が

あると思う。リーマンショックによって 4兆円の投資を

発動したため人為的に成長率が上がったのだと。世界も

中国も中国の高成長が戻ってきたと思ったがこれは錯

覚ではないか。スライドの下の方は今の中国の学者の中

では最もメインストリームだろうと思うが、この人は人

口問題を引き合いに出し、成長の低下を受入れられずに

今後も投資を維持すると大変なことが起きると警告し

ているが、その通りと自分も考えている。スライドにざ

っと 5％という計算のつもりで書いているが、これは一

つの 2010 年代の一つのベースラインと考えており、こ

れからのタイムスパンを短期・中期・長期ときってそれ

ぞれの時期にどのようになるかをまとめてみた。短中長

期どの時期をとっても非常に深刻な問題に直面してい

る。2010年代についても真実の成長率という意味におい

て 5％を実現するのはなかなか難しいと考えている。短

期については 4兆投資の後遺症で第 1次石油ショックの

日本のように経済が急減速、国内は設備過剰の山、こう

いう状態になると数年間は布団被って寝ているしかな

いということで、今現在がその状態であろうと。中期に

ついては政策によって良くも悪くもなるという触れ幅

が一番大きい、期待が持てるともいえる時期であるが、

そのための条件は政治的に難しい改革をできるかどう

かが鍵であり、これが新政権直面する最大の問題であろ

うと。長期については人口問題。もう手遅れであろうが、

これから 2020 年以降、中国は成長が極めて難しくなる

のではないかとみている。今の話を資料で示すと、4 兆

元投資というのはリーマンショック前に胡錦濤が行っ

た成長引き上げであった。2011年に行った固定資産投資

に 30 兆元の投資をしたとある。その内訳は 3 分の１製

造業、4 分の１不動産、4 分の１インフラ投資となって

いるが、例えば 3分の１の製造業は過去一年、素材の価

格が非常に下落した。明らかな設備過剰である。需要が

シュリンクしたとき供給量が過大になった。こうなると

しばらくは寝てるしかなく、作業は減産、減産となる。

去年の夏以降急に減速し、在庫が過剰になったものだか

ら皆必死になって減産した。こういう時に景気がよくな

るはずがない。この間中国経済で起きたことは数年後の

需要まで先取りしてしまったということで、このため融

資負債を多大に積み上げてしまった。去年の夏、工場を

止めることで一服しただろうが、それで 8％に戻れるか

は別問題であろう。今まで明確なエビデンスが無かった

ため名言を避けていたが、中国の GDPは水増しだったと

いう心象がある。去年の固定資産投資 36 兆元が成長の

半分を牽引したとされるが、この数字で過去 4年の増え

方のペースを合計すると 100兆を超える。一体どうやっ

て 100 兆をファイナンスしたのかという疑問が浮かぶ。

かなりの部分は銀行借り入れか、いずれにしても融資負

債になるはずだが、中国の金融機関の預金をすべて合わ

せて 95兆だそうである。全ての銀行貸付を足すと 65兆

ちょっとあるが、この 4割は一年以内の短期貸付。そう

なると固定資産投資に回る長期はどれくらいあるのか

という疑問がある。固定資産投資は 2年くらいで回収が

終わる、それで借金が終わるというものであれば説明も

つくが、固定資産投資とはそんなものではない。いいも

のでも 4,5 年かかる。地方のインフラは 10～20 年かか

る。もしくは不良債権となり永遠に返ってこない。トー

タルの預金を上回る固定資産投資とは何を意味してい

るのか？つまり答えは水増しということだ。付替えなど

の手口などもある。36兆元の半分が貢献されて 7.8％と

いうのは疑わしい。水増しの GDPが現実だとしたら今後

何に困るかということだが、一番恐れているのは徴税の

暴走。中国の税制の動きは年貢に近いと思う。2013 年、

8～8.5％の成長になり税収のノルマがどうなるかは不

明だが、真実の GDPが５％しかなかったらどうなるか？

不況の真っただ中に増税となり企業は押し潰されるだ

ろう。貯蓄と GDPの比率もあり、人口動態問題でも触れ

るが、これが予想外の伸び悩みになるかもしれない。秋

に底入れし 7.8％いったということになっているが中国

の国内ムードが安堵しているとは感じられない。上海の

株価指数のグラフを示すが、去年 5月以降下げ続けてい

る。秋の底入れでちょっと上がったが数勢としては下げ

続けだ。11月に落ちたが 12 月の初めに少し反動がおき

戻っている。何故か。中国の証券会社の人に聞いたとこ

ろでは、理由として政治改革、新政権への期待だそうだ。

現情勢では政治改革も経済改革も中身は同じだという

ような答えだった。政治的難題が経済改革の核心になる



中国総合研究センター 第 57 回研究会 詳報 ＜2013．2＞ 

 

7 

だろうということだ。 

これだけ悲観論を並べると反論もあるだろう。例えば

都市化の進展。これは否定しないがこれに乗っかって楽

観論という気にはなれない。内陸ではインフラ整備の需

要がまだ多くあるという人がいる。それもあるだろうと

考えるが、需要だけでは成長せず、需要と供給がマッチ

しないといけない。お金はどこにあるのか。無駄遣いの

後、高齢化した時、需要を満たすことができるのか。こ

の観点から振り返ると 2000-2010年にかけたあたりは中

国改革のラストスパートだったと思う。グラフで表して

いるが中国の輸出額と GDPの比率をはリーマンショック

時に大きく落ち込んでいる。上のグラフは貯蓄と GDPの

比率である。貯蓄の依存度はまだ上がっている。内需主

導型で貯蓄が増えたといえなくもない。ものすごい量の

固定資産投資をしたから嵩上げがあったとも言えるか

もしれない。が、今は寝ている状態なので続かないかも

しれない。貯蓄というものは金融機関の預金額ではなく、

統計の中のマクロの数字。これが横に寝ており、この先

どうなるかを非常に注目しているところである。 

生産年齢人口のグラフ。子供が急激に減り、生産年齢

人口比率が上がった。これが成長のドライブをかけると

いうことになるが、同時に貯蓄を増やすという要因にな

り貯蓄が加速される。こうみると 2000 年代はラストス

パートであった。2010年代はこれがどういう経緯を示す

のだろうか。 

ここに示したグラフは個人的に計算したものである。

中国は生産年齢人口を 59 歳までとしているので数字が

少々違うが生産年齢人口自体、減少に入ったというのが

中国公式の見方である。私の推定では 2010 年代後半で

は 0.4％位の勢いになるが、いずれにせよこれから稼ぐ

人は減っていくということ。中国の総人口が減っていく

のは 2032 年といわれているが、その出典は国連統計。

2010 年の国勢調査を元に推定すると 2020 年にピークア

ウトという結果が出て 12 年早まる。農村部で子供隠し

をしているケースも一部あるだろうから出生率の実際

は 1.3 位かもしれない。それでも 2023 年でピークアウ

トというのは動かない、とすると通説の 2032 年という

のは何だったのかということだ。最も権威ある国連のデ

ータがあまりにもいい加減。2 年ごとに改定はしている

が 2006年で元々高すぎたといわれていたものを 2008年

でさらに引き上げ、さらにその 2年後にどんと落とした。

それでも遙かに差がある。長期的レポートなど、基本的

にこの WBP（国連データ）を利用している。これまで皆

このような楽観的なデータを下に中国の動態を予想し

ていたわけだがそれらは全て能天気ということだ。私は

中国の GDPが米国を抜く日は永遠に来ないという挑戦的

な予言をした。中国が尖閣等外交などで無視できない状

態をひきおこしていると判断したからだ。中国に対する

底知れない不安感、恐怖感が共有されている。そうなっ

ていなかったら尖閣問題は有っただろうか？皆が冷静

に中国の現状を見る必要があると思っている。今の中国

は農民差別を解消するという大きな財政課題を抱えて

いる。年金の積立てができていない。そこへ総人口が減

少に転じるかもしれないという事態があり、そのような

国が周辺国に脅威を与えるというような路線を取れる

とは思えない。むしろ早く高齢化に備え、国民のために

金を使えと言いたい。空母を作っている場合ではない。

日本もむやみに中国を恐れるなと言いたい。 

 

④ 「習近平時代と日中関係」 

劉 傑（早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授） 

 

習近平時代には既に多くの期待が寄せられており、事

実上の時代が始まっていると考えてよいだろう。これま

では基本的に鄧小平時代の延長にあったと思う。習近平

氏が最高指導者として特色を出す出さないに関係なく

新しい時代になると考えている。今までの成長モデルは

完全に転換しないといけないという状況であることと、

政治体制改革への期待が非常に高まっていることで何

らかの対応をしないとやっていけないという状況だ。仮

に習近平氏が大きな方向転換をやらなくても習近平時

代、氏は政治改革とハッキリ言わず、重要分野を進化さ

せていくべきと曖昧に言っているが、その重要分野とい

うものに政治改革が含まれているであろうと期待され

ている。 

習近平時代を考えるキーワードとして近頃報道で目

立つのは「中華民族の偉大な復興」。鄧小平時代から言

われ続けていることだがここでさらに強調されている。

加えて「中国夢」、チャイナドリームを大々的に言って

いる。今はこの２つが象徴のキーワードとなっている。

鄧小平時代が始まった時に想定しなかった貧富の差や

環境問題、体制の危機等問題が極限状態に達している。

政府や共産党に対する信頼の問題もあり、政府や民間の

関係も含め極限状態に達している中でこれにどう対応

していくかを考えた時、幾つかの面から変化の兆しが見

えて来ているようだ。 

中国にはインターネット情報センターがあり、毎年 2

回状況調査をしているが、最新調査ではネット普及率が

42.1％で 13億の中の利用人口が 5億 6400万人。都市部

での普及率は 72％を超える。メディアの影響力は無視で

きない。政治改革への期待は「炎黄春秋」、「南方週末」

という雑誌の新年号が象徴的で大きな論争を呼んだ。
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「炎黄春秋」では立憲政治の実現－憲政－を高く掲げ、

政治体制改革が今までなかなか進まなかったのは指導

部の中でコンセンサスが無かったからとされていたが、

コンセンサスはとっくにある、それは何かというと憲法

であるとした。憲法通りにやれば十分であり何の問題も

無いと唱えたのである。憲法には言論の自由や私有財産

の保護などが色々と書かれており、その通りにやれば何

の問題も無く、これが立派な政治改革であると掲載した。

「南方週末」でも記者が書いた言葉を編集者が勝手に改

ざんした事件があったが、最終的には色々な議論の結果、

司法判断でソフトランディングの形でおさまった。この

ように政治改革への期待はメディアを中心に高まって

おり、国民の間でももはやこれはやらないとと、政治改

革も経済改革も境界線が曖昧になってきた。最近は、例

えば局長の愛人問題の暴露などといった「劇場型の反腐

敗」がインターネットを舞台に盛んに行われている。ネ

ットで暴露され指導部が失脚するという事件が拡大し

影響を広げている。このような状況の今、中国社会は大

きく変化している。 

中国社会は経済的な立ち位置も含め、考え方にしても

左派や右派に分裂している状況が明確になってきた。左

派では毛沢東が主張し始めている計画経済や文化革命

を評価しなければならないと主張している。共産党は鄧

小平時代以降も毛沢東に対する評価が非常にいい加減

だったこと、文化大革命は全否定したけれどもその総括

はきちんとやったのかというと必ずしもやっていない、

きちんと手続きを踏んでいないということもあり、左派

が主張する正統性が残されているのである。右派は改革

派の人達で、彼らは普遍的な価値や法治の確立を主張す

る。左派と右派、つまり保守派と改革派で、共産党の中

枢にあった問題が国民の問題として広がっているのだ。

国民同士の分裂状態が表面化しているということを踏

まえ、習近平氏は演説の中で文革前の 30 年と以後の 30

年を完全に区別して考えることはできない、つまり毛沢

東と鄧小平の考え方は一貫したものであると主張し、こ

の２派の分裂を最小限に食い止めたいという動きがみ

られる。 

先程、柯先生の講演でも中国の社会構造の話があった

が、私も体制内と体制外という大きな社会の変化が生じ

ているということを申し上げたい。中国の 3元構造を唱

える研究者がいうには、公有性と私有性、国家と社会と

いう二元対立という構造ではなく、国でもない社会でも

ない都市でもない農村でもない、中央にあるものを３元

構造と言っている。私は人の考え方も含めて体制内と体

制外に大きく中国が分かれてはいるが、体制内の部分は

縮小していきながらも非常に大きな力を持っていて、体

制を中心にぐるぐる回り、力の弱いものが体制外に投げ

出されている、そういう社会構造が現れているようにみ

える。基本的な政治構造を含め、従来の社会主義体制を

維持していくことを考えると、内側の力は強いが体制外

への影響がどんどん弱くなっている。そういう社会構造

で安定が保たれているのは体制内外の一種のバランス

が何とか保たれているからと思う。しかしいずれはこの

バランスが崩れるのではないか。 

中国は伝統や歴史に立脚する価値観が大事。日中関係

を考えた場合、特に最近、対日政策は中国の内政問題に

密接に関係しているように読み取れる。国交正常化以降

の最初の 20年間とその後の 20年間では違うようにみえ

る。最初の 20 年間、日本では日中友好や経済協力に非

常に大きな意義があると強調されてきたが、80年代末か

ら 90 年代にかけ、徐々に自由や民主主義、基本的人権

などの価値観に基づく日中関係の在り方が国民の間で

考えられるようになり、これが 90 年代を通して方向性

が定着し、日中間の距離が広がってきたということでは

ないか。普遍的価値というのは第 1回阿部内閣で鮮明に

打ち出しされた。文明観は日本の近代史を考える上でも

重要なヒントが占められている。アジア共通の価値観、

理念を共有するという日本の近代的な国家作りである。

90年代以降、アジアでも民主化が進んだが、そういった

アジアの国々との関係強化の中で中国の価値観から少

し離れ、中国と少し距離ができ、それが定着したのだと。 

中国では主権や歴史、被害者としての歴史が日中関係

を考える上での対外認識の重要な要素として存在して

いる。日中関係に関していうと、４つの政治文書を原則

にし、歴史を鏡とすること、日本政府は歴史を正視する

よう求めるということで歴史が目立つようになる。尖閣

問題は対話を通して解決のメカニズムを模索しなけれ

ばならないということも言っている。このように日中関

係について新政権がどのような方針で行くのか見えな

い部分もあるが、12/28 に行われた副部長の演説の中か

ら枠組みはもうあると考えられる。戦前の外交記録等を

みていると出てくるキーワードは条約やルール、反日、

ボイコット、主権、国権回復などで、日中間を考える際

のキーワードにもなっているが、これらは今も部分的に

生きている。つまり日中関係は一つの循環の中にあるの

ではないか。反日や嫌中など、悪循環の中で繰り返され

ているのではないか。これを断ち切るにはどうしなけれ

ばならないか、外交政策や中国の国としての在り方の示

し方を新政権がどうするか、これを考えるのがポイント

だろう。 

 

⑤ パネルディスカッション 

 

 

（角南）本日は足元の悪い中多数の方に参加いただき、

この問題の重要性が伺い知れるところである。4 名の講

師から素晴らしいお話をいただいたが、いずれも 20 分

で話せるような内容ではない。パネルディスカッション
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では多くの皆さんから積極的な質問をいただきたいと

思う。 

 政治問題、経済、問題、外交、内政問題から経済への

見通し、あるいは日本企業の今後の対中経営戦略と、幅

広い話題を提供いただいたので、ディスカッションを整

理するためにも、まずは政治に絡む課題について前半で

少し議論したい。4 名の先生方に色々なご意見を頂戴し

たが、時間の関係で日中関係に触れられなかったところ

もあるので、まず先生方から政治に関連するところで言

い足りなかったこと、強調したいところをお伺いし、質

疑応答を行いたい。 

川島先生に私の方から聞きたいことがある。昔「大国

の興亡」が流行ったが、著者が今の中国を見たらどう書

くのだろうか。本の中では大国は軍事を拡大しなければ

ならない、それが財政破綻を起こしやがては影響力が低

下していくというストーリーがあったが、歴史的長い観

点で中国を見た時、大国としての中国の今後について、

また国内問題、特に経済発展に主軸を置くことをやめた

中国が発展重視から主権にシフトした時どうなるのか。

日中関係に懸念が生じてきたところでもあり、これにつ

いて伺いたい。 

 

（川島）大国というものがどういうものか難しいところ

でもあるが、グローバルな大国、それから地域大国、色々

な見方があると思う。確かに経済ではナンバー2になっ

た中国だが、今現在、世界で考え方やルールを作ってい

く、いわゆる公共財を世界に提供していくという用意は

ないだろうし、そこまでのことはできないであろう。ア

メリカやヨーロッパに替わり中国型のルールを作って

世界に広げていくということは現段階では無理だ。ある

とすると世界的な既存の枠組みの中であくまで発展途

上国的な振る舞いを忘れずにやっていくというような

状況だ。しかし、東アジアという地域、あるいは周辺に

おいては大国として振舞う。その中に欧米は含まれてい

ないため、周辺諸国に対しては中国のルールを主張する

ケースが増えるだろうと思う。その中で我々は中国の取

りやすい普遍的な価値というのを出しながら、中国に対

峙していくということだろうか。  

 劉先生の話にもあったが中国が大国としてどうなる

かという像がまだ結びきれていない。これは国内論争と

絡む。先に経済発展してから所得を分配せよという右派

と、今ある富を分配して格差をなくしていこうという派

に分かれる。つまり保守派と左派に分かれるということ。

左派は毛沢東派ともいえ、経済発展と言わない分、外交

面では協調的ではないところがある。反対に経済発展を

重視しようというグル―プほど国際協調に移行する人

も多い。内政における諸問題と外交問題が絡み、それぞ

れにおいて理想的中国像がはっきりしない。発展重視派

は、我々は発展途上国だから当面静かにしていようと大

国意識を抑えこもうとしている。ところが保守派はそう

ではなく、大国意識を前に出そうとする。 

 軍事費については経済成長率を参考にしながら増や

すという方針になっているが、水増しであれば相当な負

担が今後予想される。航空母艦、宇宙開発への負担が中

国自らを縛っていくことになりかねない。軍事面におけ

る情報公開を国内にしていかないと大変な事態になる

と思う。しかし軍が持つ力は強く、政治経済においても

軍の存在は大きい。国家と政府と軍という三つ巴的な関

係があるため、軍を上から押さえつけることは難しい。

特に最近のリーダーは軍人経験も戦争経験もないため

コントロールしにくいだろう。このことから「大国の興

亡」議論にはまってしまう可能性は否定できないと思う。 

 

（角南）ありがとうございました。続いて劉先生。日中

関係の悪循環というお話があったが、これを断ち切る方

法というところも含め、強調したいことなどお話いただ

きたい。 

 

（劉）20年代以降、反日や嫌中モードがありながら戦争

があり、戦後民間交流はあったが基本的には断絶状態、

72 年にようやく友好関係が出来た。70～80 年代は比較

的良好な関係が出来ていたが 90 年代以降、順次距離が

広がり、今双方の関係は最悪の状態になっている。こう

考えると、終戦を挟んでこの状態は一種の悪循環から抜

け出せていないのではないか。原因を考えると、一つの

重要なポイントは中国に対して日本がどう思っていた

のか、今はどう思っているかということと、中国は日本

をどう思っているのかということ、具体的には条約、ル

ールをどう守るのかということである。1920年代から中

国は国権回復を叫ぶようになるが、日本はその国権はい

ずれも条約に基づいたものであり手続きが必要である

と主張した。中国に対する不信感が募り、満州事変が起

こるとさらにそれが国民全体のムードになった。現在も

国際法が日中関係を語る時に出てくる。時代背景が戦前

戦後で異なるが基本的構造、法や条約、ルールに対して

どう考えるのかというところに、中国の人々の価値観、

正義や道義性―被害者や加害者の関係などが依然とし

て重要なポイントとなっている。そのずれで話がかみ合

わない。さらに戦後の日本社会をどうみるかということ

もある。日本は 1945 年を挟んで日本人の自己認識の形

にかなりの断絶が生じている。しかし中国の人々の間で

はその断絶は必ずしも鮮明ではない。これも影響してい

るのではないか。歴史の共同研究をやる上で話がまとま

らない原因でもあろうと。 

また中国の国内問題に付け加えると、明らかに習近平

時代は対話型の政治に変わっていくと考えられる。対話

型とはメディアや国民との対話を重視するということ

でこれまでのトップダウン式の政治はもうできないと

いうこと。従って対日外交も世論をみながら慎重に進め

ていかなければならないというのが今の体制の一つの

形になるのかと思う。 

もう一つ、歴史の知識や見方について、特に中国と日
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本の若い人の格差が大きいという点。どこに重点を置い

て知識を学んでいるかアンバランスが続いている。日中

間の非対称性は歴史に対する理解、知識にあらわれてい

る。今の関係は歴史認識に根付くものであるため、歴史

問題、つまり和解問題を乗り越えていくためにどう努力

していくかが課題になろうと考える。 

 

（角南） ありがとうございます。次に津上さんに日中

関係についてお願いしたい。 

 

（津上）歴史問題は日中ビジネスに直に影響する。去年

の夏以来、尖閣問題がどうなるかというところについて

経済屋なりに注目してきた。中国の人の話をあちこち触

ってみた感じでは、習近平政権は基本的に内政でしっか

りと足固めをして今後アドレスするということに最大

プライオリティを置いているといえる、その面から近隣

国との間で対外的な争い事に時間や勢力を使うのは目

指す方向が影響を受けるということで極力避けたいと

いうのが基本だろうと。先日山口公明党代表が訪中した

際の印象として、随分と関係改善に踏み込んだ発言をさ

れたと思う。日本との関係であまりもめたくないという

のがトップには強いのではないかと感じた。問題は中国

が共産党一党独裁といいながら、党内はいわば学級崩壊

のようなてんでばらばらな方向で、共産党の意思を一点

に絞るのが下手な政治体制だということ。だからレーダ

ーの照射事件なども起きるのでは。中国を大樹人格のよ

うに理解するのは間違い。ベクトルが異なるシグナルを

どう整合的に解除するべきかという設問自体が間違い。

学級崩壊的な悪さが軍と軍との武力衝突になったら怖

いという懸念がある。外政でガタガタしたくないという

のは参議院選挙前の阿部政権も同じだろうから選挙前

は日本も安全第一でいくだろう。今年の前半は大きな異

変は起きないだろうが、しかし偶発事態だけは危機感を

もってもらいたい。中国は滅多なことでは関係改善に乗

り出してくることは無いのではないか。中国的立場から

見たこれまでの日本とのやり取りの歴史を振り返ると、

日本との関係に夢を託し期待した後に裏切られた歴史

を挙げると枚挙にいとまがない。日本との前向きな関係

が失脚の原因になった例もある。関係改善に動いた後に

日本が靖国などを持ってくると習政権には大きな打撃

になるだろう。そのリスクがある限り関係改善に本格的

に乗り出すことはないのではないかと思う。結果として

これからも領海領空侵犯は日常的に続くと。一方で偶発

的な勃発事態は両国政府の努力で抑えてもらうという

前提で、もう一方は経済を正常化していこうというよう

な新しい動きがあってもよい。両国腹をくくって日中関

係を運営し、あまり期待もしない、だが過度に悲観も恐

れもしないという展望になる。 

ビジネスについては現状維持を勧めたい。進めも撤退

もしないということ。あのサイズで 3％成長するという

経済は他にない。日中関係が厳しい中、経営者は大変だ

が現状維持で様子を見るとのが正解だと思う。 

 

（角南） ありがとうございます。最後に柯先生からも

コメントを。内需と政策の失敗という話があったが、市

場の失敗があれば政府の失敗もあり、官僚の腐敗の問題

に突っ込んだ議論があろうかと思う。経済成長がある程

度見込まれなくなれば腐敗が広がるような気配もする

が、腐敗問題は新体制でどのように進んでいくのかとい

う点についてお伺いしたい。 

 

（柯）中国経済成長率、政府が水増しして発表している

とされているが、今の共産党にとっては自らの正当性を

誇示するツールが経済成長だろうと思う。経済成長しな

ければ共産党が自然に崩壊するし、経済成長さえすれば

求心力も少しは維持されるということだ。しかし水増し

ではサステナブルではないのでこれからどうやって経

済統計の適正化を図っていくかが課題。 

劉先生のプレゼンで感動したのが日中関係の悪循環

をどう断ち切ればいいのかということ。日中両国の不幸

とは歴史的な負の遺産に蓋をしたまま 30～40 年前に日

中復興と交流が始まったことで、時間が経つにつれ双方

にとって都合の悪いことには感情的になる。そろそろ歴

史的な負の遺産を皆が見える形で処理したらよいので

は。双方の専門家で客観的、透明的に処理したらいい。

分からなければ分からないでいい。評論家が好き勝手に

相手を刺激するようなことを言うだけでは悪循環は断

ち切れない。 

また腐敗をどう撲滅するかについて、少なくとも今の

政治体制では悪くなることはあっても良くなることは

ないとみている。共産党の規律委員会の内部統制で腐敗

が抑えられるとは思えない。右手で左手をコントロール

するやり方ではなく、政治改革をもって行うということ。

民主主義の政治はパーフェクトではないが少なくとも

今の一党独裁より良くなるだろう。このまま腐敗が進み、

経済成長が実質的に 5％、3％にいった場合、その時にチ

ャイナリスクが恐ろしく高まるはず。それをどう止める

か。 

去年秋の時点で、日中関係はしばらくこれ以上悪くな

らないと思ったが、楽観視するのは時期早々だろう。こ

れからの阿部政権で参議院戦の後どうなるか。しばし小

康状態が続くとして、この貴重な数カ月の小康状態の間

に専門家の皆さんに、恐れず歴史問題をきちんと処理し

公表することで新たに日中関係をリスタートしてほし

い。中国国内の内政問題、腐敗の問題、格差や環境の問

題は深刻化しており、中国が不安定化していく中で、日

中関係は複雑化していくという可能性が高いと思う。 

 

（角南）政治問題に関係するところでフロアから質問を

受けたい。 

 

（フロア）劉先生に。日中関係の問題において尖閣問題
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や主権争いがあるが、根本は米中の関係、つまり米国が

中東からアジアに腰をすえてきた、経済については米中

に蜜月の関係があり、主権の範囲で日本が肩代わりのよ

うになっているということでは。ここで米中関係のとこ

ろに日本も入っていかないと基本的な解決にならない

と思う。尖閣問題がある中で米国の中国に対する調和政

策が見られない。参議院戦後、状況がもっと酷くなると

思われるがそれについてのお考えをお伺いしたい。 

 

（角南）他にどなたかご質問は？ 

 

（フロア）江沢民の反日教育がいきすぎて、学校を出た

2,30 代の人達が日本のことを悪い印象で潜入概念から

入ってしまっていることが問題では。先日のデモもその

影響だろう。本当は違うということを学生交流などでも

っと PR して中国の若い人に分かって貰うことが大切で

はないかと思う。 

もう１つは北京のスモッグの酷さ。こういうことにつ

いても日本の技術や思想をどんどん輸出し、そこから日

中関係が前向きになればよいと思うがいかがか。 

 

（劉）米中関係は中国のアメリカに対する認識が分かれ

ているという状況であろう。先程、左派と右派に分けた

が、右派の人たちは米国の制度などを評価する姿勢を取

っているのに対し左派は否定的であり、むしろ警戒さえ

している。米中間全体は中国と米国の政治制度や人権問

題の理解などから完全な信頼関係が構築されていない。

しかし共通しているのは二つの国は自国が大国だとい

う意識を持っており、二つの国が協力しないと世界はや

っていけないという共有認識。中国の政治改革や社会の

変化の姿勢が米国にどう受け止められるのかで米中関

係も変わる。また米国の世界戦略の中で世界のトップに

立つことは米国の国益的に大事なことで、米中間の話は

両国が真剣に取り組むべき問題だと思う。 

反日教育の問題について、天安門事件を受けて若い人

たちに愛国教育を徹底したのは江沢民時代であるが、教

育の仕方として戦前の国民政府の時代から基本的なト

ーンはそう変わらない。学校教育だけでなく TV、映画、

新聞、最近ではインターネットなどメディアの影響が大

きい。意図的にしているかどうかは別として、日中戦争

あるいは満州事変以降の対立の局面においては中国の

近代史の中であまりに重いものとして記憶されている。

日中の捉え方のバランスの悪さがあり対称的でないと

いうことである。これからの中国のイメージを考えると

歴史の精算の問題は簡単にいかない。政府主導の形でも

民間でも長い間歴史の共同研究は続けられてきたがな

かなか成果が出ないということが問題の難しさを表し

ている。これから和解のあり方をどう実現していくか。

それぞれが自国の歴史の見方を整理する必要があろう。 

環境問題については日中協力が一番必要な問題だと

思う。今は領土問題の争いよりこのような人々の生き方

に係わる根本的な問題にもっと力を入れるべきだ。 

 

（川島）米中関係について補足する。オバマは就任当初

中国を高く評価したらしい。昨今のアジアへの回帰に係

る米国の方針の主軸としては、東北アジアではなく東南

アジアであろうということ。東北アジアは大国がひしめ

いており、触っては火傷するのに対し、東南アジアは小

さいコストで稼げるところがまだ十分にある。例えばオ

バマはカンボジア、ミャンマーに真っ先に行ったことが

ある。  

 軍事面でも同じことがいえる。米国はお金がないため

ローカルな経費を日本など現地国に求めてくる。今はハ

ブ&スポークではなく、東アジア同士が横のつながりを

持つ必要があるが、その中で日本とオーストラリアがど

うなるかが重要だ。この関係を米国と中国との関係に噛

ませることができるのであろう。  

 江沢民に関して。愛国教育が反日教育を作ったという

のは誤解では？南京虐殺記念館にしても北京の抗日記

念館にしても作ったのは鄧小平であり江沢民ではない。

日本では鄧小平は親日というイメージ強いが、彼は、改

革開放時代は日本に学ぶ、しかし日本に学ぶのは経済面

だけだとした。中国の若者が歴史を忘れないため歴史は

強調していくのだと。国内では歴史を強調し一方では日

本に経済を学ぶという両面性があった。毛沢東の時代は

より一層歴史が強調されていた面もある。ところが江沢

民の時代になると日本経済の中国への影響力が下がり、

経済格差が弱まったことから経済面で学ぶということ

が後退し、歴史関係が顕となった。歴史認識問題は対外

問題だけでなく国内問題でもある。  

 学者間の会議はかなり有意義だった。南京についても

お互い南京事件の存在だけは認めよう、幻論さえなけれ

ばいい、どんな議論でもしようと。大きなわだかまりも

無かったように思えた。しかし問題は最後の公開の段階

にあった。学者間ではなく政府レベルで話がガラッと変

わったのだ。中国政府側の要請が入り、議論の経緯を示

す部分が公開できなかった。そこで材料の無いメディア

は手持ちのところから「違い」を拾い上げ、歴史認識が

違うという報道になった。そもそも、歴史観を統一する

ためにおこなった会議ではないのに、である。学者同士

の議論の場と政治の場、メディアの場、世論の場で歴史

認識の違いがありすぎる。 

 

（柯）補足する。先日「新しい東アジアの近現代史」と

いう本を読んだ。先程愛国教育の話があったが、中国の

学校の歴史のテキストを読んだ時のショックに比べれ

ば、この本の方がよりショックだった。「新しい東アジ

アの近現代史」にこれまでの戦争の原因が詳細に書かれ

ている。今の 2,30代の中国の若者より 49歳の自分の方

が歴史教育の影響は強い。解放される前の中国では外か

らの情報はない。学校に行くと共産党は素晴らしいとい

う教育、家に帰ると人民日報、TVなどの情報も無く寝る
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時間以外全て同じことの繰り返しで洗脳されているよ

うなものだ。今の若者は受験戦争のために歴史を勉強し

はするが家に帰ればインターネットなど世界中の文化

に触れられ情報も多い。当時自分が受けた教育をお酒に

例えると昔はストレートで飲んでいた、今は水割りとい

うこと。今の方が酒にはあまり酔わない。 

 

（角南）経済問題も含めて広げたい。 

 

（フロア）中国での格差の問題に対し柯先生に。所得倍

増させていくという今の計画の中、中央政府の方針に従

い省政府が発展計画を作っているところもあるが、これ

が今の環境汚染につながり、格差にも高齢化にもつなが

るのではないか。今の政策に足りない中国国民の命や周

辺諸国の命など、そういった政策の鍵について拘束条件

というものが今の中国政府から省政府への統治の中に

抜けているのでないか。これからはそこを中心にし、資

源をあまり必要としない社会としないと政治にも影響

するのではないか。その点いかがか。 

 

（柯）中国の環境が酷くなってこれをどうするかという

話になったとき、とりわけ日本企業の人は技術や設備を

提供すると言っているが、私は逆だと考える。中国が日

本に最も倣うべきは技術や設備ではなく制度、システム

である。例えば汚染物質を出している企業が閉鎖すると

失業者が出て経済状態が下がる。日本が 60 年代に直面

した環境悪化時のプロセスを勉強し、中国に合うシステ

ムを設計し導入することが重要だろう。いきなり技術設

備といっても機能しない。 

またこの 30 年間、環境の深刻化に国民意識が高まら

ないということが問題だ。中国人の生活環境で一番変わ

ったのは家の中。日本とは逆。中国人はパブリックスペ

ースに無関心であり、ここをいかに高めるかが大事。 

全てを変える為のスタートは全て政治だと思う。今残

っている課題は全て難しい。基礎となっているのは政治

である。習近平氏が政治改革を強く進めていかなければ

格差も縮小せず環境も良くならない。技術的な議論をし

たところで何も変わらないと思う。 

 

（角南）経済に関して津上先生。 

 

（津上）経済に関し悲観的になっているという理由につ

いて。中国がこれから米国を追い抜き世界最大の経済大

国になるという“未来図”が決していい結果になってい

ないのではないか。去年の尖閣問題等から色々と懸念が

あり、カウンターを打つという意味も含めて言いたいと

ころ。 

日本も中国も領土領海争いをしている余裕も時間も

ないはずだ。目を他に向けるべきであり、この領土領海

問題は永遠に解決しない、棚上げするしかないという時

もある。 

中国経済について最近本を出したが、中国で起きてい

る問題には全て理由がある。ここをこうしたらもっとま

しな国になるという処方箋を書くことはできる。何故こ

んな問題が起きるかというような発生のメカニズムは

ある程度整理できる。しかし、そこをやっていけるかど

うかということなのだろう。成長率が下がっても中国が

崩壊するということではない。政治の風向きが変わった

という意識をもたらすような改革がされれば成長率の

下がりを恐れる必要はない。成長率が問題なのでなく、

政府がどっちを向くのかが大事。そういう観点からいえ

ば処方箋はあるものの、それを国民が指示するかどうか

という難しい時期に差しかかっている。こういう問題に

対し、もうあまり時間が無いのだという現実を強調し、

我にかえってもらえればと効果を期待し執筆した。 

 

（角南）議論はつきるところがない。CRC としてこうし

た問題についてまた議論していきたい。本日のご参集に

深く感謝する。 

 

 

（了） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

角南副センター長（左端）から順に川島講師、劉講師、津上講師、柯講師 
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３．講演資料 
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